
 

 

 

 

長野県ゼロカーボン戦略ロードマップ 

長野県環境部環境政策課  

 

１ 策定経過 

・R1.12.6、「長野県気候非常事態宣言-2050ゼロカーボンへの決意-」 都道府県初 

・R2.10.2、ゼロカーボンを目標に掲げる「長野県脱炭素社会づくり条例」 全国初 

・R3.6、「長野県ゼロカーボン戦略」を策定 

【温室効果ガス排出量削減目標】 2030年度に６割削減 2050年度にゼロ 

・R5.3、「長野県ゼロカーボン戦略 2021年度進捗と成果報告書」を公表 

産業、業務部門の削減寄与が大きいが、全体では基準年度から約２割削減に留まる。 

 

２ 策定趣旨 

・全施策を定量化し推計したところ、現状ペースでは 126万 t-CO2不足することが判明 

 ・このため、本ロードマップは、施策効果の高い『重点施策』を新たに掲げるなど、 

2030年度目標を達成するためのシナリオとして策定 

 ・今後、県民・事業者・関係団体を始めとする多くの皆様と共有し、2050ゼロカーボンの 

達成と持続可能な脱炭素社会の実現を目指す。 

 

 ・また、エネルギーの地産地消を実現することにより、地域内経済循環の起爆剤とする。 

 

３ ロードマップシナリオ 

大きなチャレンジとなるが、シナリオどおり施策を着実に進めることで目標を達成 

 

 

 

現状ペースでは
126万t-CO2不足

達成困難

ロードマップに基づき
施策を実施

目標達成

117万t-CO2

産業部門

302万t-CO2

業務部門

270万t-CO2

家庭部門

313万t-CO2

運輸部門

383万t-CO2

2019年度
（最新実績）

191万t-CO2

179万t-CO2

138万t-CO2

2030年度
（目標）

173万t-CO2

▲132万t-CO2

▲129万t-CO2

必要削減量

その他 119万t-CO2
(廃棄物、その他温室効果ガス)

▲192万t-CO2

▲134万t-CO2

▲261万t-CO2

計▲588万t-CO2 計▲462万t-CO2

＜運輸部門＞

・乗用車10万台がEV
（乗用車の１割）

・公共交通利用者が１億人

＜家庭部門＞

・国より前倒して
2025年度以降早期に
新築住宅ZEH100%

・住宅屋根ソーラー22万件

＜産業・業務部門＞

・年３%減省エネ

・再エネ利用率20％増

ロードマップシナリオ

▲284万t-CO2

▲166万t-CO2

▲139万t-CO2
＜運輸部門＞

・乗用車5千台がEV

・公共交通利用者が減少傾向
(2021年度7,244万人）

＜家庭部門＞

・国の法律に基づき

遅くとも2030年度までに

新築住宅ZEH100%

・住宅屋根ソーラー12万件

＜産業・業務部門＞

・年３%減省エネ

▲111万t-CO2

▲122万t-CO2

▲227万t-CO2

現状ペース

計▲591万t-CO2

現状ペース：過去数年間のトレンドに基づく2030年度の進捗を示したシナリオ
ロードマップシナリオ：2030年度削減目標を達成するために作成したシナリオ

2030年度における状態と削減量

ロードマップの認知度向上＝省エネ・再エネの基盤づくり＝県民運動化 
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